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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転対称軸に対し回転対称な形状を有する導体にて作製された遮蔽空洞に外部回路と電
磁界結合するための少なくとも一つの入出力結合手段を備えて成る空洞共振器であって、
　前記遮蔽空洞は、前記回転対称軸の軸方向の一端側付近の部位では径寸法が一定の円筒
形状でなり、かつ前記円筒形状の部位と半球形状の部位とが前記回転対称軸の軸方向で連
結された半球円筒形状を有し、
　前記遮蔽空洞内に分布する電界成分の大半が前記回転対称軸に対し周方向の成分であり
、かつ前記回転対称軸に対し同一半径の円周上において前記周方向の電界成分の振幅が略
一定となる共振モードで共振し、
　前記径寸法は、前記共振モードの共振周波数において、波長の略１．４倍となっている
　ことを特徴とする空洞共振器。
【請求項２】
　請求項１に記載の空洞共振器において、
　前記円筒形状の部位を構成する側の円形開口でなる端部を除いた部分を導体から成る第
一部材で一体形成し、前記第一部材の前記円形開口を塞ぐように導体から成る平板状の第
二部材を前記第一部材と密着させて、前記遮蔽空洞を構成する
　ことを特徴とする空洞共振器。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の空洞共振器において、
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　前記入出力結合手段は、前記遮蔽空洞と接する一部分が、共振モードの共振周波数にお
いて基本モードが遮断となる断面寸法を有する円形導波管で構成されている
　ことを特徴とする空洞共振器。
【請求項４】
　請求項１から３までのいずれか１項に記載の空洞共振器を複数個用いて構成した
　ことを特徴とする高周波フィルタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、マイクロ波帯やミリ波帯で用いられる空洞共振器及び空洞共振器を用いて
構成される高周波フィルタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　導電率の大きい導体などで構成した遮蔽空洞内に高周波電磁界を共振させる空洞共振器
は、低損失な、すなわち、高性能な共振器として、高周波フィルタ、発振器など、さまざ
まな高周波回路に利用されている。空洞共振器の代表的なものとしては、遮蔽空洞の形状
が直方体形状となっている矩形導波管形共振器や、遮蔽空洞が円筒形状となっている円形
導波管形共振器などがある。これらの空洞共振器で共振する高周波電磁界には、さまざま
な電磁界分布の形、所謂、共振モードが存在する。空洞共振器の用途に応じて適切な共振
モードが選択され、その共振モードが所要の周波数で共振するように遮蔽空洞の形状が選
ばれる。
【０００３】
　共振器の電気的性能を表す指標の一つとして無負荷Ｑ値というパラメータがあるが、こ
の無負荷Ｑ値は、大略、空洞共振器内における単位時間あたりの蓄積エネルギー量を空洞
共振器内の電力損失量で割った値に相当し、数値が大きいほど空洞共振器が高性能である
ということを示す。蓄積エネルギー量は電磁界の分布する空間の大きさ、すなわち、空洞
の容積に基本的に比例し、一方、電力損失量は、遮蔽空洞の内壁面を流れる高周波電流が
発生する熱損失の総量に対応する。この熱損失は、空洞の内壁面の表面が平滑と仮定すれ
ば、空洞を形成する導体の導電率と、遮蔽空洞の内壁面を流れる高周波電流の分布から定
まり、具体的には、導電率から計算される内壁面の表面抵抗値と電流密度の自乗の積を内
壁面全面にて積分することで計算される。
【０００４】
　したがって、導電率の大きい導体を使用して遮蔽空洞を作製することと、電流密度の分
布が均一で疎密が少ない共振モードを用いることが熱損失を小さくする上での基本的なポ
イントになる。内壁面上の高周波電流の分布は遮蔽空洞内の電磁界分布に応じた分布とな
るから、矩形導波管形共振器や円形導波管形共振器など、代表的な形状の空洞共振器では
、低損失な共振モードは既にいくつか認知されている。特に、円形導波管形共振器（円筒
空洞共振器）におけるＴＥ０１１モードは最も低損失な共振モードの一つとして知られて
いる（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－２１６６０２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、円筒空洞共振器では、原理的に、ＴＥ０１１モードと同じ周波数でＴＭ１１１
モードも共振するという問題がある。両モードの電磁界分布は大幅に異なる。したがって
、内壁面上の高周波電流の集中の度合いも異なり、無負荷Ｑ値には大きな差がある。この
ような理由により、従来、誘電体を含まない中空の円筒空洞共振器ではＴＥ０１１モード
の活用は限られていた。
【０００７】
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　一方で、遮蔽空洞の形状を概ね球形とすれば、円筒空洞共振器におけるＴＥ０１１モー
ドと類似した電磁界分布を持った共振モードを、他の共振モードと共振周波数を分離した
状態で共振させることが可能である。しかし、球形の遮蔽空洞は製造が容易でなく、製造
コストの増大から用途を限定する難点がある。その点、円筒空洞共振器は比較的製造が容
易という利点がある。
【０００８】
　この発明は上記のような問題点を解決するためになされたもので、不要な共振モードと
混在することなく使用することが可能で、なおかつ、無負荷Ｑ値の大きい極めて高性能な
空洞共振器及び空洞共振器を用いて構成される高周波フィルタを得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明に係る空洞共振器は、回転対称軸に対し回転対称な形状を有する導体にて作製
された遮蔽空洞に外部回路と電磁界結合するための少なくとも一つの入出力結合手段を備
えて成る空洞共振器であって、前記遮蔽空洞は、前記回転対称軸の軸方向の一端側付近の
部位では径寸法が一定の円筒形状でなり、かつ前記円筒形状の部位と半球形状の部位とが
前記回転対称軸の軸方向で連結された半球円筒形状を有し、前記遮蔽空洞内に分布する電
界成分の大半が前記回転対称軸に対し周方向の成分であり、かつ前記回転対称軸に対し同
一半径の円周上において前記周方向の電界成分の振幅が略一定となる共振モードで共振し
、前記径寸法は、前記共振モードの共振周波数において、波長の略１．４倍となっている
ことを特徴とする。

【００１０】
　この発明に係る高周波フィルタは、前記空洞共振器を複数個用いて構成したことを特徴
とする。
【発明の効果】
【００１１】
　この発明によれば、ＴＥ０１１系の共振モードをはじめとする、低損失性の見込める共
振モードが単独で共振することでき、製造が比較的容易で、不要な共振モードと混在する
ことなく使用可能で、なおかつ、無負荷Ｑ値の大きい極めて高性能な空洞共振器を得られ
る。また、極めて通過帯域幅の狭い帯域通過フィルタまたは阻止帯域幅の狭い帯域阻止フ
ィルタが実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１に係る空洞共振器を示す斜視図であり、図２は、図１
に示したＡ－Ａ’での断面図である。これらの図に示す実施の形態１に係る空洞共振器は
、回転対称軸３に対して回転対称な形状を有する導体にて作製された遮蔽空洞２に、外部
回路と電磁界結合するための入出力結合手段１ａ及び１ｂを備えるものであって、遮蔽空
洞２は、回転対称軸３の軸方向の一端側付近の部位（回転対称軸３と交差する遮蔽空洞の
端部４ａ側部位）が一定の径寸法を有する円筒形状の部位５となっており、その他の部位
（回転対称軸３と交差する遮蔽空洞の端部４ｂ側部位）が円筒形状５の径寸法以下の径寸
法を有する回転対称な半球形状の部位６となっている。
【００１３】
　この遮蔽空洞２は、半球形状の部位６の回転対称軸３の軸方向の他端側端部４ｂから円
筒形状の部位５にかけての径寸法が回転対称軸３の軸方向に連続的に変化し、かつ遮蔽空
洞２の内壁面が空洞内側に突出する部位を持たないように形成されており、円筒形状の部
位５と半球形状の部位６とが回転対称軸３の軸方向で連結されて半球円筒形状を形成して
いる。
【００１４】
　上述したごとく形状の遮蔽空洞２を構成するための第一部材７と第二部材８は、いずれ



(4) JP 5111230 B2 2013.1.9

10

20

30

40

50

も、導電率の大きい導体、あるいは金属や誘電体で形成された部材に導電率の高い導体で
メッキをするなどして構成される。第一部材７は、遮蔽空洞２の円筒形状の部位５を構成
する側の円形開口部１０を除いた部分を一体形成してなり、円形開口部１０を塞ぐように
平板状の第二部材８を第一部材７と密着させて、遮蔽空洞２を構成している。円筒形状の
部位５の高さ寸法をｄ、直径を２ａとすると、言うまでも無く、半球形状の部位６の半径
はａである。
【００１５】
　また、図３に、本空洞共振器で共振させる共振モードの概略の電磁界分布を示す。（ａ
）が回転対称軸３を含む縦断面での分布、（ｂ）が（ａ）に示したｚ軸のｚ＝ｄでの横断
面での電磁界分布を表す。基本的に、円形空洞共振器におけるＴＥ０１１モードと類似し
た分布の共振モードで、ここでは、円形空洞共振器などの共振モードと区別するためＴＥ
０１１ｈモードと呼ぶことにする。この共振モードは、遮蔽空洞２内に分布する電界成分
の大半が回転対称軸３に対し周方向の成分であり、かつ回転対称軸３に対し同一半径の円
周上において周方向の電界成分の振幅が略一定となるモードである。なお、入出力結合手
段１は、本実施の形態１では、少なくとも遮蔽空洞２と接する一部分が、ＴＥ０１１ｈモ
ードの共振周波数において基本モードが遮断となる断面寸法を有する円形導波管とし、外
部回路との結合が極めて小さい結合手段を採用している。
【００１６】
　次に、本構造における共振モードの無負荷Ｑ値と共振周波数の計算値を図４に示す。図
４に示す計算結果は、有限要素法により求めたものである。図４に示す結果によれば、本
実施の形態１に係る空洞共振器では、ＴＥ０１１ｈモードが単独で共振し、円形空洞共振
器のようにその他のモードが同じ周波数で共振することがない。本計算結果によれば、少
なくとも５％程度の周波数だけ、ＴＥ０１１ｈモードから不要モードを分離することがで
きるということがわかる。
【００１７】
　また、図５に示す従来の円筒空洞共振器における共振モードの無負荷Ｑ値と共振周波数
の計算結果との比較によれば、無負荷Ｑ値の値に関しては、円筒空洞共振器のＴＥ０１１
モードと同等以上となる。なお、図５に示す計算結果は、有限要素法により求めたもので
ある。
【００１８】
　本実施の形態１に係る空洞共振器において、ＴＭ１１１系モードとＴＥ０１１系モード
を周波数的に分離できるのは、図６と図７の円筒空洞共振器における電磁界分布を見ると
判るように、ＴＭ１１１モードは空洞の両端部（ｚ＝０、ｄ付近）に電磁界が集まる分布
を有しているのに対し、ＴＥ０１１モードは空洞の中央部（ｚ＝ｄ／２付近）に電磁界が
集まっており、このため、空洞の端部での形状変化に対する周波数変化の仕方が両モード
で異なるためと捉えることができる。
【００１９】
　次に、球形空洞共振器におけるＴＥ０１１系モードと比較してみる。図８に、同じく１
０ＧＨｚでＴＥ０１１系モードが共振する球形空洞共振器の計算結果を示す。球形空洞共
振器の場合、互いに直交する構造的対称面が３つ存在するため、３つのＴＥ０１１系モー
ドが縮退することになり、同一の周波数で３つのモードが共振しうる。本実施の形態１の
半球円筒空洞共振器におけるＴＥ０１１ｈモード共振の無負荷Ｑ値は、球形空洞共振器に
おけるＴＥ０１１系モードのそれに対して１０％程度しか劣らない。
【００２０】
　これは、遮蔽空洞２の形状を半球円筒形としたことで、回転対称形状の空洞の径寸法が
回転対称軸３の軸方向に連続的に変化し、且つ、内壁面が空洞内側に突出する部位が無い
ため、ＴＥ０１１系モードの電磁界分布に偏りを生じることがなく、この結果、内壁面上
を流れる周方向の電流の密度が局所的に上昇することが無いためと考えられる。なお、こ
れらの計算結果では、入出力結合手段の影響や、空洞を構成する部材間の接触面での接触
抵抗等は一切考慮していない。
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【００２１】
　ところで、空洞を製造することを考えた場合、たとえば金属などの切削加工により空洞
を構成する部材を製造する場合、加工性を考えると空洞を構成する部材は２つ以上に分割
することが必要になる。２つ以上の部材を組み合わせて空洞を形成すると、必ず、部材間
に接触面ができ、この接触面の存在が共振器内の電力損失を増加させ、結果的に無負荷Ｑ
値の低下を引き起こす。電力損失の発生は接触面での接触抵抗をゼロにできないことに起
因している。この問題は低損失な空洞共振器を構成する場合ほど無視できない問題となる
。接触面を横切る形で空洞内壁面の電流が流れると接触抵抗により部材間で電位差が生じ
、損失が大きくなることから、空洞内壁面の電流の方向と平行に接触面が形成されるよう
に空洞の分割面の位置を選ぶのがよい。ＴＥ０１１系の共振モードでは空洞内壁面の高周
波電流は、回転対称軸に関して周方向にその大半が流れるため、回転対称軸３と垂直な面
で空洞を分割すると無負荷Ｑ値の劣化が少なくなる。
【００２２】
　上記の観点から、本実施の形態１では、空洞を形成する部材をｚ＝０の面で２つに分け
ており、接触面における接触抵抗による無負荷Ｑ値の劣化が少ない利点があるが、これに
加えて第二部材８を平板状としたため、第一部材７と第二部材８の位置あわせが基本的に
不要という利点がある。これは、遮蔽空洞２の一部が円筒空洞形状をしているために実現
できる利点である。
【００２３】
　一方、空洞が球形をしていると空洞の分割が難しい。どの断面で空洞を分割しても、３
つの縮退モードのうちの２つに対応する電流が接触面を横切ることになるため、３つの共
振モードのうちの２つの共振モードの無負荷Ｑ値が劣化し、３つの共振モードで性能に差
が生じる。このため、接触面での接触抵抗によるＱ値劣化の無いモードを利用するには、
無負荷Ｑ値劣化の起きる共振モードの共振周波数を劣化の無い共振モードの共振周波数か
ら大きくずらすために空洞の形状を修整するなど、対策が必要となる。加えて、部材の位
置あわせを厳密に行わないと、空洞の形状が一定に保てないため、共振周波数がばらつい
てしまう難点もある。
【００２４】
　以上のように、本実施の形態１に係る空洞共振器によれば、遮蔽空洞２の形状が半球円
筒形状をしているため、ＴＥ０１１系のＴＥ０１１ｈモードを他の共振モードと分離して
単独で共振させることが可能であり、かつ、半球部分は遮蔽空洞２の中央部から端部に向
かって径の変化に不連続が無いため、空洞内壁面上に電流の集中して流れる部位がほとん
ど無く、極めて低損失な空洞共振器を実現できるという効果がある。
【００２５】
　また、遮蔽空洞２を形成する部材を第一部材７と第二部材８に分割し、後者を平板状の
部材として半球円筒状の空洞の円筒側の端部を構成する部材として用いたので、部材間に
生じる隙間（接触面）が空洞内壁面を流れるＴＥ０１１ｈモードの電流方向と平行になり
、隙間の接触抵抗により生じる電力損失が小さく、無負荷Ｑ値の劣化が少ないという効果
がある。
【００２６】
　また、第一部材７と第二部材８との部材間の位置あわせが不要で、アセンブリも容易で
あり、この結果、低コストに低損失な空洞共振器が実現可能になるという効果がある。さ
らには、入出力結合手段１ａ及び１ｂを円形導波管の基本モードが遮断となる断面寸法の
円形導波管としているため、低損失共振器を活用する際に多くのケースで必要になる微弱
な結合を有する入出力結合手段を実現しやすく、且つ、第一部材の側方から空洞に向かっ
て切り穴を開けるだけでよく、入出力結合手段１ａ及び１ｂも含めて製造が容易になると
いう効果もある。
【００２７】
　なお、本実施の形態１に係る空洞共振器では、円筒空洞と半球空洞の組み合わせにより
遮蔽空洞２を構成したが、ＴＥ０１１系のモードを単独で共振させるためには、前述のよ
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うに、ＴＥ０１１系とＴＭ１１１系のモードの空洞形状に対する共振周波数変化の違いを
利用すれば良いので、半球部分の形状はこの限りでなくとも良く、たとえば、円錐形状な
ど、空洞の中央部から端部にかけて回転半径が減少する形状で、且つ、空洞の内側に突出
する部位を持たない形状であれば、同様な効果が見込めることは言うまでもない。
【００２８】
　上述した実施の形態１における効果を整理して示すと、次のとおりである。
　（１）回転対称軸３に対し回転対称な形状を有する導体にて作製された遮蔽空洞２に外
部回路と電磁界結合するための少なくとも一つの入出力結合手段１ａ及び１ｂを備えて成
る空洞共振器であって、遮蔽空洞２は、回転対称軸の軸方向の一端側付近の部位では径寸
法が一定の円筒形状の部位５でなり、その他の部位では円筒形状の径寸法以下の径寸法を
有する回転対称な半球形状の部位６でなるので、ＴＥ０１１系の共振モード（円筒空洞共
振器におけるＴＥ０１１モードに類似した電磁界分布の共振モード）をはじめとする、低
損失性の見込める共振モードが単独で共振する低損失な空洞共振器を得られる。
【００２９】
　（２）遮蔽空洞２内に分布する電界成分の大半が回転対称軸３に対し周方向の成分であ
り、かつ回転対称軸３に対し同一半径の円周上において周方向の電界成分の振幅が略一定
となる共振モードで共振するので、ＴＥ０１１系の共振モードとＴＭ１１１系の共振モー
ドとが周波数的に分離し、前者が単独で共振する低損失な空洞共振器を得られる。
【００３０】
　（３）遮蔽空洞２は、その他の部位の回転対称軸３の軸方向の他端側端部から円筒形状
の部位５にかけての径寸法が回転対称軸３の軸方向に連続的に変化し、かつ遮蔽空洞２の
内壁面が空洞内側に突出する部位を持たないので、内壁面上を流れる電流の集中する部位
が殆ど無く、低損失な空洞共振器を得られる。
【００３１】
　（４）遮蔽空洞は、円筒形状の部位５と半球形状の部位６とが回転対称軸３の軸方向で
連結された半球円筒形状でなるので、空洞内の内壁面の軸方向の形状変化が連続であり、
且つ、内壁面が空洞内側に突出する部位を持たないことに加え、空洞の径の軸方向の変化
がＴＥ０１１系モードの電磁界分布の形状に対応している。このため、極めて低損失な空
洞共振器を得ることができる。
【００３２】
　（５）円筒形状の部位５を構成する側の円形開口でなる端部を除いた部分を導体から成
る第一部材７で一体形成し、第一部材７の円形開口部１０を塞ぐように導体から成る平板
状の第二部材８を第一部材７と密着させて、遮蔽空洞２を構成するので、空洞の製造がし
やすく、且つ、アセンブリも容易な空洞共振器を得られる。この結果、低コストに低損失
な空洞共振器を得られる。
【００３３】
　（６）入出力結合手段１ａ及び１ｂは、遮蔽空洞２と接する一部分が、共振モードの共
振周波数において基本モードが遮断となる断面寸法を有する円形導波管で構成されている
ので、機械加工による製作が容易であり、また、低損失共振器に必要となることが多い微
弱な入出力結合量を簡単に実現することができるという効果がある。
【００３４】
　実施の形態２．
　図９は、この発明の実施の形態２を示す空洞共振器の斜視図であり、図１０は、図９に
おけるＡ－Ａ’位置における縦断面図である。これらの図において、実施の形態１と同一
部分は同一符号を付してその説明は省略する。新たな符号として、９は、平板状導体から
なる第二部材８の第一部材７側の主面に設けられた、直径２ｂの円筒形状の凹みを示す。
なお、上記凹み９のｂ寸法は、第一部材７に形成された円筒空洞部分の半径ａよりも小さ
な値としている。
【００３５】
　本実施の形態２の空洞共振器の動作は、基本的に実施の形態１の空洞共振器と同様であ
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るが、本実施の形態２では、第二部材８に凹み９を設けている点が異なる。凹み９を設け
るとともに、さらに、円筒形状の凹み９の直径を第一部材７の円筒部分の直径よりも小さ
くしているため、空洞の下方だけでなく上方でも空洞の容積が絞られる形となっている。
このため、実施の形態１の空洞共振器よりも球形空洞共振器に形状が近くなり、この結果
、ＴＥ０１１系共振モードの近隣に発生する不要モードの共振周波数を、実施の形態１の
空洞共振器よりも、ＴＥ０１１系モードの共振周波数からさらに遠ざけることができる。
ただし、第一部材７と第二部材８の位置あわせは必要となる。また、上記の凹みを設ける
ことにより、遮蔽空洞の内壁の一部が空洞内側へ突出する形状となるため、ＴＥ０１１系
共振モードの無負荷Ｑ値は凹みを設けない場合に比べ低下する。
【００３６】
　上述したように、実施の形態２によれば、第二部材８の遮蔽空洞２側の主面に、回転対
称軸３に対して回転対称な形状を有し円筒形状の径寸法より小さな径を有する凹み９を設
けたので、遮蔽空洞２の形状が球形に近づくため、ＴＥ０１１系の共振モードと近隣の不
要モードの周波数間隔が広がり、不要モードの影響をより受けにくい使い易い低損失空洞
共振器が得られる。
【００３７】
　なお、上記実施の形態１及び２における空洞共振器を複数個用いて高周波フィルタを構
成することができ、極めて通過帯域幅の狭い帯域通過フィルタ、または阻止帯域幅の狭い
帯域阻止フィルタが実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】この発明の実施の形態１に係る空洞共振器を示す斜視図である。
【図２】図１に示す空洞共振器のＡ－Ａ’断面図である。
【図３】図１の空洞共振器の共振モードの概略の電磁界分布を示す図である。
【図４】図１の空洞共振器に関わる有限要素法による計算結果をまとめた表を示す図であ
る。
【図５】図４と比較した従来の円筒空洞共振器における共振モードの無負荷Ｑ値と共振周
波数の計算結果をまとめた表を示す図である。
【図６】実施の形態１に係る空洞共振器における電磁界分布を示す図である。
【図７】実施の形態１に係る空洞共振器における電磁界分布を示す図である。
【図８】ＴＥ０１１系モードが共振する球形空洞共振器の計算結果を示す図である。
【図９】この発明の実施の形態２係る空洞共振器を示す斜視図である。
【図１０】図９の空洞共振器のＡ－Ａ'断面図である。
【符号の説明】
【００３９】
１ａ，１ｂ　入出力結合手段、２　遮蔽空洞、３　回転対称軸、４ａ，４ｂ　回転対称軸
３と交差する遮蔽空洞２の端部、５　遮蔽空洞２の一部分を構成する円筒形状の部位、６
　遮蔽空洞２の一部分を構成する半球形状の部位、７　第一部材、８　第二部材、９　第
二部材に設けた凹み、１０　第一部材に形成された円形開口部。
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